平成22年度　第5回建設事業再評価監視委員会議事概要

日　　時　平成22年11月12日（金）　13時30分～15時35分
場　　所　大阪赤十字会館　301会議室
出席委員　松澤委員長・岩井委員・加茂委員・下村委員・土居委員・新川委員・星野委員・

曲田委員

議　　題　（１）審議対象事業について
　　　　　（２）その他
【議事概要】（◆委員長、事務局等の説明等、○委員の発言、⇒部局等の応答）
（１）審議対象事業について
◆［委員長］
前回、箕面森町と枚方藤阪線について、新たなご質問をいただいた。本日は、これらの追加説明を受けて審議を進めたい。また、道路事業、街路事業の事業効果についても追加の説明を受けて確認していきたいと考えている。その後、意見具申に向けた意見交換を行う予定である。　審議に入る前に、意見具申に向けた今後の審議スケジュールを確認しておきたいので、事務局から説明をお願いしたい。

⇒［事務局］
本日までのご審議を踏まえ、事務局で意見具申（素案）を作成するので、次回の第6回委員会で、その素案をご議論いただき、12月14日開催予定の第７回委員会で意見具申を取りまとめていただければと考えている。意見具申が決定した後、一昨年度、昨年度にいただいたご意見への対応等について報告する予定である。

　◆［委員長］
それでは、箕面森町について、都市整備部から説明をお願いしたい。
　◆　都市整備部から、⑭の土地区画整理事業「箕面森町」について追加説明。
　・　第３回委員会では、ご意見やご質問を4点いただいた。1点目は、府民意見に対する府の見解について、事業の必要性をもう少し丁寧に説明すべきとのご意見で、これを踏まえ府の見解を修正した。修正した見解は資料4のとおりで、下線部分に事業の必要性を追記した。
○　この住宅は、当初から大阪府が募集しており、将来はこんな景色になります、こんな施設ができますといって募集を始めたと思う。大阪府という行政が開発しているので、安心、安全だと考えて購入したが、スーパーなどの生活利便施設もなく、こんなはずじゃなかったと思っている住民の方もおられるのではないか。加えて、事業に反対で中止すべきという府民意見があり、大阪府側も計画を縮小している。実際の住民が不在の議論になってしまっているように思うが、誰もそのことに疑問を感じないのか。

○　当初計画からは、規模が縮小されているので、住民の中には、最初に思っていたのとずいぶん違うと感じている方がおられるかもしれない。特に、計画人口が減少すれば、民間の生活利便施設は採算が成り立たなくなるので、施設を誘致しにくくなるのではないかと思う。今後の具体的な見通しを説明してほしい。

⇒［都市整備部］
本事業は、平成８年度に着手、平成15年度に概ね現在の計画に縮小変更した。地権者の方々には、事業計画変更の時点で縮小の内容を説明し、一定のご理解はいただいたと考えている。その後、平成19年10月に一部まち開きし、保留地の販売を開始した。地権者の方の仮換地についても、この時期から順次引き渡しを行っているところである。

　　　現在、地区センター内にコンビニエンスストアがあり、最低限の物資を入手することはできる。また、現地から車で5分程度の場所に東ときわ台という住宅地があり、そこにはスーパーマーケットや医療施設がそろっている。また、近隣の止々呂美にも箕面病院という比較的大きな病院がある。生鮮食料品を扱うスーパーを含めた生活利便施設の誘致については、今年度中に公募手続きに入りたいと考えており、リサーチを行っているところである。
○　そのような状態で、住民から苦情は出ていないのか。
⇒［都市整備部］
　　今のところは、特に苦情が出ているとは聞いていない。しかし、早期のまちの成熟を希望されており、早くそういう施設を誘致してほしいという要望をいただいている。

○　地権者は別として、今、居住されている方は、当初計画から縮小変更したまちづくりになっていることを承知の上で購入されているということか。
⇒［都市整備部］
そのとおり。平成15年度に計画を縮小しているので、平成19年10月に販売を開始したときは、当然、縮小後の事業計画を説明させていただいている。ご理解いただいた上でご購入いただいたものと考えている。

◆［委員長］
　　他になければ、次の説明をお願いしたい。

◆　都市整備部から、「箕面森町」の残りの3点について追加説明。
・　資料2の各視点について、記載内容を補強するようご指示いただいていた。補強、追記した部分には下線を付している。視点１での追記の内容は次のとおり。平成11年に事業地内でオオタカの営巣が確認されたため、その保全方策や社会経済情勢の変化を踏まえ、採算性を点検精査の上、平成13年に大幅な事業見直し案を公表、平成15年度に都市計画と事業計画を変更した。大阪府が直接造成する区域を第1区域とし、一部を除く一般地権者への換地をここに集約した。第１区域のうち約400区画が粗造成の状態であり、その半数である約200区画が一般地権者の区画なので、宅地として完成させた上で換地処分を行う必要がある。また、必要な防災工事も一部残っており、事業完了までにこれらを完成させなければならない。
・　視点2では、平成27年度までに販売を完了するため、平成22年10月から保留地販売支援業務の参画企業を1社から6社に拡大し、年間60区画から80区画の販売を目指していること、粗造成地区の完成宅地化工事など、残工事の進捗に大きな支障がないことから、平成27年度までに完成する見込みであることを追記した。

・　視点3では、府費負担軽減のため、工事費や事務所経費の縮減、国庫補助の増額等、あらゆる場面でコスト縮減に努めることを追記した。
・　次に、事業計画の変遷について説明する。平成８年度に策定した当初計画では、面積約314ヘクタール、地権者約250人、計画戸数約5,000戸、人口約16,500人、事業費約1,326億円、この財源内訳として、保留地処分金約1,246億円、国費等約63億円、府費約17億円を見込んでおり、主な土地利用としては、道路、公園等の公共施設用地約119ヘクタール、その他公益施設用地約17ヘクタール、中高層住宅用地約45ヘクタール、戸建住宅用地約70ヘクタール、誘導施設用地約58ヘクタールを予定していた。

　・　平成11年に事業地内でオオタカの営巣が確認されたため、その保全方策を検討する中で、社会経済情勢の変化を踏まえ採算性を点検精査し、平成13年２月に大幅に縮小した形での事業見直し案を公表し、平成15年度に都市計画及び事業計画を変更した。

　・　平成17年度の再評価は、変更後の事業計画に基づきご審議いただいた。変更後の計画では、面積約314ヘクタール、地権者約300人、計画戸数約2,900戸、計画人口約9,600人に縮小した。事業費は、大阪府が主として造成する区域を第１区域に限定し、第２区域は民間地権者で開発する等スキームも一部変更したため約583億円に減少、保留地処分収入は約168億円、国費は約46億円、府負担額は約369億円となっている。

　・　主な土地利用としては、公共施設用地約119ヘクタール、公益施設用地約６ヘクタール、オオタカ保全地等である環境保全用地約25ヘクタール、住宅用地はすべて戸建住宅用地として約108ヘクタールとした。ほかに誘導施設用地が約55ヘクタールあり、これを第３区域としている。

・　今回の再評価も平成15年度に見直した事業計画に基づきご審議いただいており、事業費が約１億円減少するほかは、前回評価時から変化はない。
・　最後に、事業完了後の維持管理や補修について説明する。道路、公園などの公共施設は箕面市に移管することになっているので、移管前の補修を大阪府が行い、移管後の維持管理は箕面市が行う。また、大阪府が販売している保留地については、引き渡し後２年間の瑕疵（かし）担保期間を設定している。里山とオオタカ保全地については、換地後、府有地になるので、府が維持管理していく。

○　平成15年度の事業計画の変更で、当初計画に比べて大幅に保留地処分を減らしたため、大阪府の負担が大幅に増加することになったと思う。その際、どのような議論があったのか、経緯などを教えてほしい。
⇒［都市整備部］
事業計画の見直しは平成15年度だが、平成13年２月に見直し案を公表している。当時、オオタカの営巣が確認されたこと及び地価や住宅需給の動向などを勘案し、大阪府として大量の住宅事業を実施する必要性が低下していると判断し、見直し案を策定、公表している。ただし、その時点で、すでに地権者の方等の協力を得て工事中であったこと、本事業による地域の発展に対する地元市からの強い期待があったことなどを総合的に勘案し、行政としての責任ある処理策として、大阪府が行う宅地の造成を現在の第１区域に留めることとした。また、この地域の交通対策として止々呂美東西線を整備し、未造成区域を含む310ヘクタール全体を土地区画整理事業の対象にするという見直し案を策定、公表した。

○　防災工事の一部が残っているとの説明だったが、余野川ダム事業の休止の関係ではないという理解で良いのか。

⇒［都市整備部］
余野川ダム事業の休止とは関係なく必要な工事である。

◆［委員長］
　　他にご意見等がなければ、箕面森町については、次回、意見具申（素案）を審議することとする。次に、枚方藤阪線について、都市整備部から説明をお願いしたい。
　◆　都市整備部から、⑥の街路事業「枚方藤阪線」について追加説明。

・　事業箇所周辺の地価の変動状況について説明する。資料３の３ページに記載している4つのグラフのうち「中宮山戸町11-12」とあるのが、前回の委員会で提示したものである。今回は、この他の周辺住宅地3地点について、地価の変動状況のグラフを記載している。
　・　前回の委員会では、本事業の実施が原因で、用地買収時に一時的に地価が上昇したのではないかとのご質問をいただいたが、資料にあるとおり4地点すべてで同様の傾向が見られる。なお、これらのグラフは公示価格により作成している。公示価格は住宅地と商業地の２種類あるが、本事業は住宅地での現道拡幅事業なので、住宅地のグラフのみ提示した。
　◆［委員長］
　　　特になければ、枚方藤阪線についても、次回、意見具申（素案）を審議することとする。

次に、道路関係事業のB/Cについて、都市整備部から説明をお願いしたい。前回評価時に比べ、全般的にB/Cが低下している理由については、以前、説明を受けたが、事業の効果をもう少し子細に見られないかと考え、主な便益である走行時間短縮便益の算出方法を示すよう指示をした。また、道路整備の効果は、欠如している区間を整備し、道路のネットワークに交通を流すことで、周辺地域も含めた道路の走行条件にどのような変化が生じるかを見るのが原則である。そのため、堺港大堀線を例に、整備効果の及ぶ範囲と交通量、所要時間についても資料を作成してもらっている。ただし、今回の審議対象である道路関係8事業すべてについて、同じように示すことは、時間的に難しいとのことだったので、他の路線は効果の及ぶ範囲と交通量のみ提示されている。
◆　都市整備部から、道路関係事業のB/Cについて追加説明。
・　道路の便益は走行時間短縮便益、走行経費減少便益、交通事後減少便益からなるが、最も数値が大きい走行時間短縮便益の計算方法を説明する。まず、当該区間の影響範囲全域において、当該区間を整備していない場合と整備した場合の二つのケースで走行時間費用を算出する。これは、交通量に走行時間と時間価値の原単位を乗じた値である。原単位は自動車の種類によって異なり、乗用車の場合は１分１台で約40円。これに365日を乗じて、年間の走行時間

　費用を算出する。

・　この計算を当該区間の整備により影響を受けるすべての道路について、整備していない場合と整備した場合のそれぞれで行い、道路ごとに走行時間費用を算出する。整備していない場合の走行時間経費の総合計から整備した場合の走行時間経費の総合計を差し引いた値が、1年間の走行時間短縮便益であり、これを50年間分積み上げた値でB/Cを算出している。

・　こうした計算の結果、堺港大堀線の1年間の走行時間短縮便益は7.88億円となり、現在価値化の処理を行った上で、50年間分を積み上げた値が134億円である。資料の7ページの図では、当該区間を整備することにより、その前後の区間の交通量が増え、競合道路や競合道路に迂回するために通る道路の交通量が減るという状況が確認できる。
○　説明のとおりＢ/Ｃを算出した結果、すべての事業で１を超えた。つまり、社会的に見て効果が投資を上回っていると考えられるので、部局において、対応方針（原案）を事業継続と判断したと理解して良いか。

⇒［都市整備部］

そのようにご理解いただいて良い。
○　資料では、整備ありの場合と整備なしの場合で走行時間に変わりがない路線が多い。単純に考えると、整備すればスピードは上がって走行時間は短縮されるのではないか。時間が短縮されないのなら、渋滞対策にはならない。
⇒［都市整備部］

交通量に増減があっても、一定量の範囲内であれば、走行時間が変わらないケースはある。例えば制限速度が時速40kmの道路であれば、いくら交通量が少なくても時速40km以上にはならないものとして計算している。

○　堺港大堀線を整備した場合に、走行時間は変わらないが交通量が増える大阪河内長野線や大堀堺線では、逆に込み合ってしまう。整備しない方が良いのではないか。

⇒［都市整備部］

大阪河内長野線は計画道路で、このような交通量の増加を見越して計画し、現在、整備中である。堺港大堀線の開通により大阪河内長野線の交通量も増加すると想定している。この計算は、平成42年での予測を前提とし、平成42年時点で、堺港大堀線を整備しなかった場合と整備した場合の周辺道路の交通量、走行時間の予測値を示したものである。

◆［委員長］
仮定が二つ重なっているので分かりにくいのだと思う。大阪河内長野線は平成42年に出来ているという仮定のもと、堺港大堀線が出来ていなかったら、2,800台、堺港大堀線が出来たら12,200台が通行するという予測であるが、どちらの場合でも、大阪河内長野線の容量が十分なので、スピードは変わらないという意味だと思う。提示された資料では分かりにくいが、計算の方法としては適当であると考えられる。
　　　資料3の7ページの図では、代表的な9路線のうち5路線しか走行時間が記載されていないので、次回以降、残りの4路線についても走行時間を入れ、6ページの路線ごとの計算式についても残りの4路線分を記載してほしい。今回のこの資料では、堺港大堀線を整備してもしなくても、示されている5路線の走行速度がほとんど変わっていないので、事業効果が分かりにくい。できるだけ詳しい資料を示してもらいたい。
◆［都市整備部］

　　本日の資料をホームページで公表する際、誤解のないように、先ほど説明申し上げた内容で、2箇所に注釈を追記させていただきたい。一つは、資料3の3ページ、枚方藤阪線の地価の変動状況について、グラフは事業地周辺の住宅地を抽出して示していること、もう一つは、7ページの堺港大堀線の図について、今回は代表的な5路線のみ走行時間を記載していることを追記したいと考えているので、ご了解いただきたい。
○　3ページのグラフは、縦軸の単位が記載されていない。平成16年度を100とした指数ではないのか。であればその旨、書いておくべき。
◆［委員長］
　　　そのとおり注釈をお願いしたい。

以上で、前回までの委員会等でいただいた質問に対しては、全部お答えいただいたと思う。ご意見等が特になければ、意見交換に移りたい。今年度の委員会も、本日で５回目になる。今後のスケジュールとしては、次回11月26日に意見具申（素案）を審議し、次々回12月14日に意見具申を決定したいと考えている。意見具申（素案）は、これまでのご意見や質疑応答を踏まえて事務局で作成するので、第１回委員会からこれまでの説明や審議を振り返って、ご意見や気になっている点等あれば、お伺いしたい。

　○　前回、説明いただいたと思うが、大阪枚岡奈良線を休止と判断した理由について、再度、確認させてほしい。資料2では、財政再建プログラム（案）による公共事業費削減のため、事業費を予算化する目途が立たないと記載されているが、それはどの事業も同じだと思う。この事業だけ、何か特殊な予算枠があって別の扱いになっているのか。用地が81パーセント、工事も59パーセント進捗している本事業を休止としている理由をもう少し詳しく書いておく必要がある。
⇒［都市整備部］
本事業だけ特別な扱いにしている訳ではない。道路事業の全体事業費が削減されることになり、事業を重点化する必要が生じたためである。平成20年度当時、第二京阪のアクセス道路など供用間近で広域的な路線は、予定を遅らせることなく着実に整備し、府県間の連絡道路など休止することにより広範囲に影響が生じる事業は、ペースダウンして整備していくこととした。これら以外で供用開始まで時間のかかる事業については、本意ではないが、一時休止とせざるを得なかったものである。だだし、あくまで一時休止であり、着実に実施している事業が完了すれば、その分の事業費を回すことができるので、徐々に再開していきたいと考えている。ご指摘のとおり、資料では、こうした趣旨を記載していないので、もう少し詳しく書き込みたい。
　　　補足だが、行政が一方的に休止することで、地権者などの生活再建が滞ったり、かえって安全が確保できなくなったりすることがあってはならないので、地権者からの用地の買取り請求や最低限の安全対策だけは対応することとしている。
○　この事業では、国の補助が18億円、大阪府の負担が16億円となっているが、休止する場合は、国からの補助は来ないと考えて良いのか。

⇒［都市整備部］
事業を休止する場合、国庫補助は受けない。
○　用地の買取り請求があった場合、費用はどこから出すのか。

⇒［都市整備部］
　　　あくまで一時休止ということで、買取り請求があった場合は、補助を手当てしていただくよう、国には説明している。

○　休止の場合、どれくらい先に見直しをするのか。ずっと休止の状態が続くことはないのか。
⇒［都市整備部］
今年度、財政再建プログラム（案）の集中取組期間は終了するが、後継計画である財政構造改革プラン（案）が策定され、この中で、今後もなお一層財源が不足することが示されている。今後、財政構造改革プラン（案）を踏まえて、来年度の予算議論が行われるが、平成20年度の財政再建プログラム（案）を受けて休止とした路線については、一部再開も含めて検討していきたいと考えている。

○　視点１の必要性では、歩道の狭い部分では幅が１メートル程度しかなく、通勤時間帯には自転車や歩行者が車道を通行し、右折車を原因とする慢性的な交通渋滞も発生しており、非常に危険な状態なので、歩行者等の安全を確保し、渋滞の解消を図る必要性に変化はないと書かれている。これは、非常に重要な視点のように思うが、財政再建のために、この事業が休止されるのは何か釈然としない。

⇒［都市整備部］
効果がない、あるいは効果が低いということで休止の判断をした訳ではない。事業実施の必要性に変わりはないので、部局としては、すべてやっていきたいという思いであるが、財政上の制約があって苦渋の決断を行った。他の事業に比べて優先度が低いから休止としたものではない。
○　当然、予算には限りがあるので、何がしかの優先順位を付けなければならない。先ほどの説明では、広域的な幹線やそれに準ずるような事業を優先する、あるいは比較的効果が早期に発現できそうなところを優先するということだった。それはそうかと思っていたが、一方で、優先度で判断していないとなると、議論が全部ひっくり返ってしまう。限りある財源の中で、どのように優先順位を決めて、事業費の配分をし、事業の採択を認めているのか、その基準を明確に示してもらわないと、委員会として、評価監視のしようがない。どの事業をどのような理由で選択するのか、一定の考えを示してもらうことが必要だと思うし、その考え方が伝わらなければ、どのような選択をしても説得力がない。

　⇒［事務局］
基本的には、前回、説明させていただいたとおり、財政再建プログラム（案）による予算の制約の中で、事業の性質により、第二京阪や大和川線の関連といった幹線道路と本事業のような府民密着型の地域課題解決を図る道路の2種類に分類している。大阪枚岡奈良線は、地域課題解決型の道路整備に分類されているが、こういう事業については、平成20年度の時点で早期概成が可能なものは予定どおり進め、それ以外のものについては、一時休止と判断している。この考え方には変わりがないと思うので、例えば、資料2の対応方針（原案）の欄に、そういう判断をしたということについて、もう少し説明を補足させていただくということで良いか。

◆［委員長］
それで良い。このままでは、誤解を生む可能性がある。

○　最終的な意見具申については、従来と同じようなイメージのものになると考えて良いのか。
⇒［事務局］
従来は、特に問題なしとご判断いただいた事業についても、「何々について確認した」と確認事項をすべて記載していたが、すべて書く必要はなく、何らかの対応を求められる事業や問題と思われる事項について、ご意見を記載する方向で考えている。ただし、審議の中でいただいたご意見や審議の概要については、従来どおりのイメージで記載することになると思う。

○　今回は、部局で対応方針（原案）が示されているので、それに対して、可か否かという判断だけをすればいいのではないのか。

⇒［事務局］
　　　そのようなイメージで考えてはいるが、実は事務局内でも詳細を詰められていない。原案ができた時点で、まず委員長に相談させていただいて、それから委員会に提示させていただきたい。
○　方針としては、それで良いが、対応方針（原案）自体が妥当だとしても、ここまでの審議の過程で、妥当の中身についていろいろ疑問があり、しかも十分に究明されていないというケースも多々ある。そうした場合には、事業を進めること自体は差支えないという話になるかもしれないが、この委員会として、それで済ませてしまって良いのかという疑問がある。
◆［委員長］
　　最初の委員会で、この委員会の役割の説明を受けたが、私も含め、皆さんの認識にばらつきがあると思う。今、そういうご意見があったので、一度、私と事務局のほうで、基本的な考え方や認識を確認して案を作りたいと思う。ご異議がなければ、本日の会議はこれで終了させていただきたい。事務局から本日の宿題を確認してほしい。

⇒［事務局］
まず、道路事業の効果について、資料2の７ページ、走行時間が空白になっている部分を埋め、それらの路線について、6ページに計算式を追記すること、それから、大阪枚岡奈良線の対応方針（原案）の判断理由について、公共事業費の削減ということだけではなく、それを受け、どう考えて休止としたのかを追記することで良いか。
また、意見具申については、委員長と相談させていただきながら素案を作成し、次回、ご審議いただきたいと考えているが、本日の宿題の一つである走行時間のデータをご確認いただいた後に、意見具申（素案）を提示するのではなく、同時並行で次回に提示させていただいて良いか。
◆［委員長］
　　　それで良い。本日は、これで閉会とさせていただく。長時間ご審議いただき、お礼申し上げる。
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